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平成26年度の実施状況の概要について

（国有林野事業の役割）

国有林野は、我が国の国土の約２割、森林面積の約３割を占め、

その多くが奥地脊 梁山地や水源地域に分布し、人工林※や原生的な
せきりょう

天然林※等の多様な生態系を有しており、その立地や森林資源等の

状況から、①国土の保全その他国有林野の有する公益的機能の維持

増進、②林産物の持続的かつ計画的な供給、③国有林野の活用によ

る地域の産業振興又は住民福祉の向上への寄与を目標として管理経

営に取り組んでいます。

このような中、森林に対する国民の要請は公益的機能の発揮に重

点を置きつつ更に多様化しており、国有林野に対しても国土の保全

や地球温暖化防止、生物多様性保全の面での期待が大きくなるとと

もに、民有林野と通じた、公益的機能の発揮や我が国の森林・林業

の再生への貢献が求められています。

このため、国有林野の管理経営に当たっては、これらの国民から

の要請に応えるため、平成25年度から一般会計へ移行し、国民共通

の財産である国有林野を名実ともに「国民の森林」とするよう、「国
も り

有林野の管理経営に関する基本計画」（以下「管理経営基本計画」

という。）に基づき、民有林に係る施策との一体的な推進を図りつ

つ、公益重視の管理経営を一層推進するとともに、その組織、技術

力その他各種資源を活用し、低コスト化につながる施業モデルの展

開等による森林・林業の再生への貢献や、木材の安定供給等の取組

を進めています。
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（新たな管理経営基本計画の策定及び平成26年度の実施状況）

農林水産省では、国有林野の管理経営の基本方針を明らかにする

ため、あらかじめ国民の意見を聴いた上で「管理経営基本計画」を

策定し、これに基づき国有林野の管理経営を行っています。

管理経営基本計画は、10年を１期とする計画で５年ごとに改定す

ることとされており、前計画の策定後５年を経過する平成25年12月

に新たな計画を策定しました。

計画の策定に当たっては、平成24年６月に公布された「国有林野

の有する公益的機能の維持増進を図るための国有林野の管理経営に

関する法律等の一部を改正する等の法律」に基づき平成24年12月に

変更した前計画を基本とし、人工林が本格的な利用期を迎える中、

「農林水産業・地域の活力創造プラン」に位置づけられた林業の成

長産業化に貢献するため、国産材の安定供給体制の構築を項目に加

えるなどの見直しを行いました。

平成26年度は新たな計画の初年度にあたり、管理経営基本計画に

基づき、国有林野を「国民の森林」としていくため、①重視すべき
も り

機能に応じた公益的機能の維持増進、②地球温暖化防止や生物多様

性の保全等の政策課題への率先した取組、③森林・林業再生に貢献

するため、林業の低コスト化につながる取組や民有林と連携した森

林施業※等の推進、④国有林野の林産物の安定供給等に努めました。

本報告は、こうした取組の実施状況について、国民の理解をいた

だけるよう、写真と図表を用いてできるだけ分かりやすく記載した

ものです。

＊右肩に「※」と書いてある用語については、その解説を111～116ページに記載。
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新たな「国有林野の管理経営に関する基本計画」のポイント

今回の策定は、平成20年12月の計画策定から５年が経過するため

行うものです。平成25年12月にとりまとめられた「農林水産業・地

域の活力創造プラン」に位置付けられた「国産材の安定的・効率的

な供給体制の構築」への貢献等を反映するとともに、民有林施策と

の一体的な推進を図りつつ、次のような取組を計画的に実施します。

１ 公益重視の管理経営の一層の推進

・ 重視すべき機能に応じ５タイプに区分し、公益林として管理経営

・ 間伐※の実施や、主伐後の効率的な再造林等への積極的な取組等、

森林吸収量の確保による地球温暖化防止への貢献

・ 原生的な森林生態系の保全・管理や野生鳥獣の個体数調整等、生

物多様性保全への貢献

２ 森林・林業再生への貢献

・ 国有林野事業の組織・技術力・資源を活用し、民有林と連携した

施業や、林業の低コスト化に向けた技術開発等により民有林経営の

支援に積極的に取り組むなど、我が国の森林・林業の再生への貢献

・ 林産物の供給等を通じて、地域の川上・川中・川下の関係者との

連携を強化し、国産材の安定的・効率的な供給体制の構築への貢献

３ 「国民の森林」としての管理経営、地域振興への寄与等
も り

・ 国民の財産である国有林野をより開かれた「国民の森林」として
も り

管理経営

・ 海岸防災林の再生や国有林野の活用、復興用材の供給、国有林野

の除染等による東日本大震災からの復旧・復興への貢献
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（平成26年度の主な取組）

平成26年度に実施した主な取組は、以下のとおりです。

（１）公益重視の管理経営の一層の推進

○ ５つのタイプの機能類型の下で、長伐期施業※や育成複層

林※へ導くための多様な施業等を実施するとともに、効果的

な路網※整備にも取り組みました（７、９、13ページ）

○ 台風や集中豪雨、火山噴火等による山地災害の復旧や被害

調査等について、民有林関係者と連携して取り組みました。

（15ページ）

○ 森林の健全性を保つとともに、地球温暖化の原因となる二

酸化炭素の吸収・貯蔵を進めるため、間伐等を推進するとと

もに、間伐材等の搬出・供給や治山施設等における木材利用

を推進しました。（21ページ）

○ 生物多様性の保全を図るため、適切な森林施業の計画・実

施による林分構造の多様性の確保、「保護林」や｢緑の回廊｣

の設定、保全管理活動、モニタリング調査等の順応的な管理

経営に取り組みました。（25、61、65ページ）

○ シカ等野生鳥獣による被害防止のため、地方自治体やＮＰ

Ｏ※等と連携し、効果的な捕獲技術の開発・実用化等を含め、

個体数管理や生息環境整備、情報共有等に取り組みました。

（57ページ）

○ 国有林野及びこれに隣接・介在する民有林野において、外

来種駆除や間伐等を一体的に行うため「公益的機能維持増進

協定※」を締結し、施業を実施しました。（89ページ）

（２）森林・林業再生に向けた貢献

○ コンテナ苗※を活用した一貫作業システム等、地域の状況

に応じた低コストで効率的な施業のための技術の開発・普及

に取り組みました。（27、35ページ）
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○ 計画的な事業発注や情報提供、研修フィールド提供等によ

り、林業事業体やフォレスター等森林技術者等の人材育成に

取り組みました。（29、33ページ）

○ 民有林と連携した森林施業等の推進のため「森林共同施業

団地」を設定し、事業計画の策定に取り組むとともに、団地

内での路網の接続等を実施しました。（31ページ）

（３）森林環境教育や森林とのふれあい等の推進

○ 森林環境教育の推進や自主的な森林づくり活動を支援する

ため、「遊々の森」や「ふれあいの森」等の設定によるフィ
ゆうゆう

ールド提供、技術指導等に取り組みました。（41、45ページ）

○ 森林保全等に取り組むＮＰＯや地域住民等と連携し、森林

整備活動や再生活動等に取り組みました。（45ページ）

（４）林産物の持続的かつ計画的な供給

○ 機能類型区分に応じた適切な施業の下、地域の林業・木材

産業の活性化に貢献するため、木材の持続的かつ計画的な供

給に取り組みました。（75ページ）

○ 国産材の安定供給体制の構築のため、国有林材の需要者等

への直送や民有林と連携した供給による地域の川上から川下

までの連携強化や、価格急変時の供給調整機能の発揮を推進

しました。（79ページ）

（５）効率的な事業の実施

○ 伐採・造林等の事業の民間委託や情報システムの活用等に

より、効率的な事業運営に努めました。（93、95ページ）

○ 計画的な収穫量の確保や施業の低コスト化等に取り組み、

76億円の債務返済を行いました。（97ページ）

（６）東日本大震災からの復旧・復興への貢献

○ 被災した海岸防災林の再生を進めるとともに、森林におけ

る除染に関する技術開発等のための実証事業、復興住宅向け

の国有林野の売払い等に取り組みました。（105ページ）
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１ 国有林野の管理経営に関する基本方針に

基づく管理経営の推進
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１ 国有林野の管理経営に関する基本方針に基づく管理経営の推進

（１）公益重視の管理経営の一層の推進

① 重視すべき機能に応じた管理経営の推進

ア 国有林野の機能類型区分

国有林野は、奥地脊 梁山地や水源地域に広く分布して
せきりょう

おり、地域特有の景観や豊かな生態系を有する森林も多く、

国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全等の公益的機能
かん

の発揮に大きな役割を果たしています。

また、近年では、地球温暖化の防止、生物多様性の保全、

森林環境教育等の面での期待が高まるなど、森林に対する

国民の期待や要請は更に多様化しています。

林野庁では、公益重視の管理経営の一層の推進を図るた

め、国有林野を「山地災害防止タイプ」、「自然維持タイ

プ」、「森林空間利用タイプ」、「快適環境形成タイプ」、「水

源涵養タイプ」の５タイプに区分し、いわゆる公益林とし
かん

て適切かつ効率的に管理経営しています。

併せて、木材等生産機能については、これらの区分に応

じた適切な施業の結果として得られる木材を計画的に供給

することにより発揮を図っています。
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図－１ 国有林の分布

国有林

森林管理局界

都道府県界

北海道森林管理局

関東森林管理局近畿中国森林管理局

四国森林管理局

九州森林管理局

林野庁

東北森林管理局

中部森林管理局
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表－１ 森林管理局別の国有林面積 （単位：千ha、%）

森林管理局 国有林面積 国有林率
人工林 天然林 その他

北 海 道 3,036 658 2,164 214 55.0
東 北 1,648 553 996 99 44.3
関 東 1,186 349 699 137 29.2
中 部 670 191 362 117 27.7
近 畿 中 国 337 162 154 22 6.6
四 国 193 126 57 9 13.8
九 州 532 282 235 16 19.3
合 計 7,602 2,321 4,667 614 30.5

注：１ 国有林面積は、森林法第７条の２第１項に基づく計画対象森林の面積である。
注：２ 国有林率は、森林法第２条第１項に規定する森林に占める国有林の割合である。
注：３ 平成24年3月31日現在の数値である。
注：４ 計の不一致は、四捨五入による。

図－２ 国有林における人工林の齢級構成

注：１ 平成24年3月31日現在の数値である。
２ 齢級とは、森林の林齢を５年の幅でくくった単位。人工林は、苗木を植栽した
年を１年生とし、１～５年生を「１齢級」、６～10年生を「２齢級」と数える。
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表－２ 国有林野の機能類型区分ごとの目指すべき森林の姿

機能類型区分 機能類型区分の考え方 管理経営の考え方
(国有林野面積758万ha)

山地災害防止タイプ 山地災害防止及び土壌保全機能 根や表土の保全、下層植
145万ha の発揮を第一とすべき森林 生の発達した森林の維持
(19％)

自然維持タイプ 原生的な森林生態系や希少な生 良好な自然環境を保持す
物の生育･生息する森林など、属 る森林、希少な生物の生

166万ha 地的な生物多様性保全機能の発 育･生息に適した森林の
(22％) 揮を第一とすべき森林 維持

森林空間利用タイプ 保健、レクリエーション、文化 保健･文化･教育的利用の
54万ha 機能の発揮を第一とすべき森林 形態に応じた多様な森林
(7％) の維持・造成

快適環境形成タイプ 快適な環境の形成の機能の発揮 汚染物質の高い吸着能
0.2万ha を第一とすべき森林 力、抵抗性がある樹種か
(0％) ら構成される森林の維持

水源涵養タイプ 水源の涵養の機能の発揮を第一 人工林の間伐や伐期の長
かん かん

とすべき森林 期化、広葉樹の導入によ
393万ha る育成複層林への誘導等
(52％) を推進し、森林資源の有

効活用にも配慮

注：１ 面積は、平成27年4月1日現在の数値である。
２ 機能類型区分外（約９千ha）は、水源涵養タイプに含む。
３ 木材等生産機能は、区分に応じた適切な施業の結果得られる木材を、安定供給
体制の整備等の施策の推進に寄与するよう計画的に供給することにより発揮。
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イ 機能類型区分に応じた森林施業等の実施

国有林野事業では、公益重視の管理経営の一層の推進を

図るため、５つの機能類型区分に基づき、流域の自然的特

性等を踏まえつつ、森林施業等を実施しています。

山地災害防止タイプの森林では、土砂崩れ、土砂の流出

等の山地災害や、飛砂、潮害等の気象災害を防ぐため、間

伐等の施業を行いました。

自然維持タイプの森林では、特に原生的な森林生態系や

希少な生物が生育・生息するなど、厳格な保全・管理が必

要な森林を対象に保護林の設定を進めました。

森林空間利用タイプの森林では、国民に森林浴や野外ス

ポーツ等を通じて森林とのふれあいを体験していただく

「レクリエーションの森」等の活用を進めました。

快適環境形成タイプの森林では、気象害や騒音、粉塵等

から地域の快適な生活環境を保全するため、植栽や間伐等

の施業を行いました。

水源涵養タイプの森林では、渇水や洪水の緩和等を目的
かん

として、長い周期で伐採や植林を繰り返す長伐期施業や育

成複層林へ導くための施業、針広混交林※化等を行いまし

た。
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事例 水源涵養機能の発揮に向けた複層林化の取組
かん

高知県の南国市中ノ川地域は、吉野川上流部に位置し、香川県や徳島県の

水源として重要な役割を果たしています。

嶺北森林管理署では、水源涵養機能を高度に発揮させるため、一斉林から

複層林への誘導を積極的に行っており、中ノ川山国有林では、50年生程度の

人工林を林齢の異なる複数段の林分へ誘導するため、帯状の複層伐
※
と再造林

を行っています。

引き続き、複層林として着実な整備に取り組み、水源涵養機能が長期的か

つ高度に発揮される森林づくりを進めることとしています。

（四国森林管理局 嶺北森林管理署）

場 所：高知県南国市 中ノ川山国有林

説 明：写真は、複層林化を進めている育成複層林施業地の様子（左上）、ヒノキ植

栽８年後の様子（右下）です。
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② 路網の整備

森林の適切な整備や保全、林産物の供給等を効率的に行う

ため、投資効率や景観等にも十分配慮しながら、林道（林業

専用道※を含む。以下同じ。）及び森林作業道※を適切に組み

合わせた路網整備を進めています。

基幹的な役割を果たす林道については、平成26年度末で

13,206路線、総延長45,265kmとなりました。

こうした路網の整備に当たっては、地形に沿った路線線形

とすることにより切土・盛土等の土工量や構造物の設置数を

必要最小限に抑えるほか、現地で発生する木材や土石を土木

資材として活用することにより、コスト縮減等に努めていま

す。また、橋梁等の長寿命化を図るため、施設ごとに点検・

診断や補修・更新等に関する計画の策定を進めています。

低コストの路網整備の取組については、技術者を育成する

ための研修や現地検討会のフィールドとして活用するなど、

民有林への普及にも取り組んでいます。

また、国有林と民有林が近接する地域では、民有林林道等

の開設計画と調整を図り、民有林と国有林が一体となった計

画的かつ効果的な路網の整備に努めています。
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事例 地域における効率的な路網整備の推進

愛媛森林管理署では、地域における森林整備の基盤づくりのため、効率的

な路網整備を推進しています。

愛南町緑地区において、間伐適期を迎える国有林野の木材搬出を効率的に

行うため、地域路網の基幹となる林業専用道を作設しました。

林業専用道の作設に当たっては、切土の高さを低く抑えて土工量の低減を

図り、現地で発生した転石を活用して練石積の擁壁を施工するなどコスト縮

減に努めるとともに、木柵工など地域間伐材等の活用に取り組みました。

（四国森林管理局 愛媛森林管理署）

場 所：愛媛県南宇和郡愛南町

説 明：写真は、作設された林道で、土工量低減のため切土高を低く抑え（右）、木

柵工や現地発生の転石を活用した練石積工が施工された様子（左）です。



- 15 -

③ 治山事業の実施

国有林野は、奥地脊 梁山地や水源地域に広く分布し、
せきりょう

国土保全や水源涵養の上で重要な森林が多く存在していま
かん

す。我が国では、水源の涵養、山地災害の防止等のため必
かん

要な森林を保安林※に指定しており、国有林野の90％に当

たる685万haが保安林に指定されています。

林野庁では、安全で安心できる暮らしを確保するため、

治山事業による荒廃地の整備、東日本大震災や大規模災害

からの復旧、保安林の機能の維持・向上に向けた森林整備

等を計画的に進めています。

具体的には、国有林野内の荒廃地の復旧整備等を行う「国

有林直轄治山事業」を実施しています。また、民有林野内

の大規模な山腹崩壊等で復旧工事に高度な技術が必要な箇

所についても、都道府県からの要請を受け、「民有林直轄

治山事業」と「直轄地すべり防止事業」を行うとともに、

森林管理局等の職員を派遣し、民有林の被害調査を行うな

ど、早期復旧に向けた支援をしています。

また、各都道府県を単位として国有林・民有林間の事業

調整及び情報共有等を図りつつ、国有林と民有林が近接す

る地域においては、流域保全の観点から一体的な全体計画

を作成するなど、双方が連携して効果的・効率的に治山事

業の実施に取り組んでいます。

さらに、治山施設の長寿命化を図るため、点検・診断や

補修・更新等に関する計画の策定を進めています。



- 16 -

表－３ 保安林の現況 （単位：万ha、％）

保 安 林 の 種 類 総 面 積 うち 国 有 林 野

水 源 か ん 養 917 565(62)

土 砂 流 出 防 備 258 107(41)

土 砂 崩 壊 防 備 6 2(32)

そ の 他 の 保 安 林 109 47(44)

合 計［延 面 積] 1,289 721(56)

［実 面 積］ 1,214 685(56)

注：１ 平成26年度末現在の数値である。
２ 国有林野の面積には、官行造林地を含まない。
３ （ ）書は、総面積に占める国有林野面積の割合（％）である。
４ ｢その他の保安林｣は、飛砂防備、防風、水害防備、潮害防備、干害防備、防雪、防霧、
なだれ防止、落石防止、防火、魚つき、航行目標、保健及び風致である。

５ 計の不一致は、四捨五入による。
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事例 民有林と連携した流域保全の実施

徳島県三好市東祖谷地域では、平成16・17年の台風等の度重なる豪雨に

より、周辺の国有林及び民有林において大規模な山腹崩壊や渓流荒廃が発

生しました。

徳島森林管理署では、下流域の集落や道路等の公共施設の安全を確保す

るため、荒廃した流域の復旧等を図ることとし、治山事業連絡調整会議等

において、徳島県と事業調整を図り、国有林と民有林を一体として治山施

設の設置や保安林整備を行う「特定流域総合治山対策」を実施しています。

平成26年度は、事業対象区域内の国有林において、不安定土砂の移動や

渓岸侵食等を防止するため、谷止工を設置しました。

（四国森林管理局 徳島森林管理署）

注： は既設谷止工、 は谷止工設置予定箇所を表す。

場 所：徳島県三好市 祖谷山国有林
いややま

説 明：図は、祖谷地区特定流域総合治山対策実施地区。写真は、平成26年度まで

に施工した谷止工（左下）と、県の保安林整備後の状況（右上）です。

保全対象

国有林

民有林

対象区域 谷止工

保安林整備 山腹工



- 18 -

事例 地域と連携した迅速な災害対応と復旧支援

平成26年７月、長野県木曽郡南木曽町内の国有林において、台風８号に

よる集中豪雨の影響で、急激な河川の増水に伴う土石流が発生し、下流集

落に甚大な被害を与えました。

中部森林管理局では、県、町、専門家との合同調査を実施し、国土交通

省等と連携して復旧対策事業計画を策定して住民説明会を開催するなど、

早期復旧に向けた対応を進めました。平成26年度には国有林野内において

治山ダム５基の整備と２基の補修に着手しています。

また災害発生直後には、二次災害防止のため、南木曽支署が国有林防災

ボランティア協定を締結している団体に要請し、住宅街に流出した土砂の

除去作業等を実施しました。

（中部森林管理局 南木曽支署）

場 所：長野県木曽郡南木曽町

説 明：写真は、専門家等との合同調査に向かう様子（上）と、既存治山ダムの嵩

上げ工事の様子（左）と国有林防災ボランティアによる公共施設での復旧

活動の様子（右）です。
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事例 「中越地区直轄地すべり防止事業」10年間の取組

平成16年10月、新潟県中越地震によって長岡市、小千谷市等の中山間地

域において大規模な地すべり等が発生しました。このため、関東森林管理

局が直轄で地すべり防止事業を実施することとなり、平成17年度に中越治

山事業所を開設しました。事業実施中は、学識経験者や地域住民等の意見

を踏まえつつ、地すべりの原因となる地下水を排除する集水井やボーリン

グ暗きょ等、また、構造物の抵抗力で土塊の移動を抑止する杭やアンカー

等の工事を集中的に実施し、平成26年度までの10年間で全ての復旧事業を

完了しました。

（関東森林管理局）

場 所：新潟県長岡市、小千谷市

説 明：中越地区直轄地すべり防止事業では、全11区域（総面積 約538ha）で地す

べり対策を実施しました。
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場 所：新潟県長岡市

説 明：上段の写真は、滝之上区域における地すべり発生翌年（左）と復旧後の様

子（右）です。下段の写真は、実施した対策工の事例です。
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④ 地球温暖化対策の推進

地球温暖化防止に向けた「気候変動に関する国際連合枠

組条約」の下、我が国では平成32年度における自主的温室

効果ガス削減目標を、平成17年度総排出量比3.8％減と設

定しています。また、森林吸収源対策の目標である2.8％

以上の森林吸収量を着実に確保するため、平成25年度から

32年度までの間に、年平均52万haの間伐等の実施を目標と

して積極的な森林整備に取り組むこととしています。

国有林野事業においても、間伐等の森林整備や積極的な

木材利用、国民参加の森林づくりとともに、将来にわたる
も り

吸収作用を保全・確保するため、人工林資源の成熟に伴う

主伐とその後の適正な再造林に率先して取り組むこととし

ています。

具体的には、間伐等の森林整備や、保安林の適切な保全

管理（15ページ参照）等を行っており、平成26年度には、

国有林野事業で約12.6万ha（対前年度比104％）の間伐を

実施しました。

間伐材等の有効利用は、森林整備の推進や炭素の貯蔵に

も貢献することから、庁舎や治山事業等の森林土木工事に

おける間伐材の利用等にも取り組んでいます。

また、森林吸収源対策に対して国民の理解と協力が頂け

るよう、ＮＰＯや企業等による森林づくり（45ページ、49
も り

ページ参照）や、双方向の情報の受発信（37ページ参照）、

森林環境教育（41ページ参照）等を進めています。
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表－４ 更新※、保育※事業の実施状況 (単位：ha)

区 分 平成26年度 (参考)平成25年度

更新 人工造林
※

3,665 5,117

(ha) 天然更新
※

4,224 4,278

保育 下 刈
※

61,010 58,040

(ha) つる切
※
、除伐

※
18,989 27,587

注：分収造林（49ページ参照）における実績を含む。

表－５ 炭素の貯蔵に資する木材・木製品の使用状況 （単位：ｍ
3

)

区 分 平成26年度 (参考)平成25年度

林 道 事 業 9,013 11,283

治 山 事 業 52,725 73,750

計 61,738 85,033

参考：平成26年度に使用した木材・木製品には、約9.7千ﾄﾝの炭素（約36千ﾄﾝ
分の二酸化炭素：全てスギを使用したと仮定）が蓄えられています。
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事例 地球温暖化防止に向けた健全な森林の整備の推進

各森林管理局では、森林吸収源対策を着実に推進するため、間伐等の森

林整備を推進しています。

東北森林管理局では、高性能林業機械等を活用し、伐採と路網整備の一

体的な実施に努め、低コストで効率的な間伐に取り組むとともに、間伐材

の積極的な搬出・活用に努めています。

（東北森林管理局）

場 所：秋田県北秋田郡上小阿仁村 小沢田外７国有林ほか

説 明：写真は、高性能林業機械
※
による伐採・造材作業の様子（上）と、路網整

備と間伐を実施した林分の施業前（左）と施業後（右）の様子です。
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事例 治山事業等における木材利用の推進

九州森林管理局では、地球温暖化防止及び資源循環型社会の形成等に資

するため、治山事業や林道事業等における木材利用を推進しており、平成

26年度には、地域材（九州産ヒノキ材）を活用したコンクリート型枠用合

板や間伐材由来の丸太残存型枠の利用に取り組むとともに、九州各県との

「治山連絡調整会議」等を通じ、民有林への普及に努めました。

林野庁では、間伐材等を使用した合板
※
型枠が「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）に基づき環境負荷の低

減に考慮した物品等として平成27年２月に新たに位置づけられたことを踏

まえ、利用・普及を一層推進しています。

（九州森林管理局）

場 所：大分県中津市 平鶴国有林

説 明：写真は、九州産ヒノキ材を使用した型枠用合板（左上）とその裏面に印字

された合法木材表示（右上）、地域材を活用した型枠用合板による治山ダム

施工の様子（右下）です。
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⑤ 生物多様性の保全

国有林野は、奥地脊 梁山地や水源地域を中心に全国各
せきりょう

地に所在し、多様な植生を有するなど、我が国全体の生態

系ネットワークの根幹として、生物多様性の保全を図る上

で極めて重要な位置を占めています。

このため、「保護林」や「緑の回廊」の設定（61ページ、

65ページ参照）、渓流等と一体となった森林の連続性の確

保による森林生態系ネットワークの形成、モニタリングに

応じた柔軟な見直しなどを行いながら、生物多様性の保全

と持続可能な利用の推進に積極的に取り組んでいます。

また、地域やＮＰＯ、ボランティアの方々等と連携し、

希少種の保護や植生の復元、シカ被害対策等に取り組んで

います。森林生態系保全センターや森林ふれあい推進セン

ターでは、生物多様性の保全や自然再生等に取り組む地域

の方々等と連携して、国有林野の生物多様性について現地

調査等を実施し、そのデータに基づいた植生復元活動等を

実施しました。

さらに、それぞれの地域や森林の特色を活かした生物多

様性の保全にも効果的な森林管理をモデル的に行うため、

地域の方々等と協働・連携して森林の整備・保全活動を行

う「モデルプロジェクト」に取り組んでいます。
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事例 希少猛禽類の生息環境の保全に向けた取組

中越森林管理署では、絶滅が危惧される希少猛禽類のイヌワシの生息環
きん

境の保全に向け、生物多様性に配慮した森林整備等を行い、営巣環境や餌

場の確保に取り組んでいます。また地元団体と連携して、モニタリング調

査による生息状況の継続把握を行っており、森林整備後の餌場への飛来や

採餌行動の増加等が確認されています。

また、本取組に関するシンポジウムを開催するなど、生物多様性の保全

に向けた取組について地域住民への普及啓発も積極的に行っています。

（関東森林管理局 中越森林管理署）

場 所：新潟県南魚沼市

説 明：写真は、イヌワシの餌場を確保するために人工林を小面積伐採して設置し

たギャップ
※
試験地の様子（左上）と、市民等を対象としたシンポジウム

の様子（右下）です。


